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「三田学会雑誌」90卷 2 号 （1997年 7 月）

ロ ー カ ル コ ン テント政策と 

アンチダンピング政策の複合効果 

藤 田 康 範 *

1 . 序

1980年代後半以降の海外直接投資の活発化に伴って，投資受入国が，産業の保護•育成等の観点 

から，投資受入に際して様々な要求を行うようになってきている。そのような要求の一^^がロ一力 

ルコンテント要求である。 ローカルコンテント要求とは，直接投資を行う企業に対して現地国産部 

品の使用を要求することであるが，近年では，他の政策手段と併用されるようになってきており， 

ローカルコンテント問題は新たな局面を迎えつつある。すなわち，ロ一カルコンテント要求が満足 

されない場合には，現地生産されていても，外国産と見なされ，輸入規制やダンピング課税の対象 

となる恐れが生じてきているのである。実際， 日本製E P R O M 事 件 （1986年)， 日本製 3 .5イン 

チ • マイクロディスク事件（1989年)， 日本製複写機事件（1987年）などが発生しており，「1996年版 

不公正貿易報告書」においてもローカルコンテント問題が注目されている。

本稿では，ローカルコンテント政策とアンチダンピング政策の複合効果について分析する。ロー 

カルコンテントの経済効果については， G rossm an  (1 9 8 1 )以来様々な研究が行われているが，他 

の政策手段との関連を考慮して論じられることは希有であった。ローカルコンテント政策と他の政 

策手段との複合効果を分析した研究としては，黄 • 若 杉 （1 9 9 6 )が先駆的である。黄 *若 杉 （1996) 

はローカルコンテント政策と輸出自主規制との複合効果に着目し，外国からの輸入を輸出自主規制 

によって厳しく制限する場合には，現地部品調達の割合を高く設定すると自国は高い経済厚生を得

* 本稿は，大山道広教授の国際経済論演習を契機としてまとめられたものであり，平成8 年12月の経 

済学会コ ン フ ァ レ ン ス で報告された。報告をすすめて下さった大山道広教授ならびに竹森俊平教授に 

感謝申し上げる。討論者の石川城太氏から頂いたコメントは有益であった。そのほか，コンファレン  

ス参加者，特に伊藤元重，清野一治，白井義昌，柳川範行，若杉隆平の諸先生方からも貴重なコメン 

トを頂いた。記して謝意を表したい。ただし，なお残る誤りや欠陥は全て筆者の責任に帰するもので 

ある。
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ることができるが，外国からの輸入をある程度許容している時には，現地部品調達比率への要求を 

廃止することがかえって自国の経済厚生にとってプラスとなることを明らかにしている。本研究で 

は，黄 • 若 杉 （1 9 9 6 )の問題意識を継承し， ローカルコンテント政策の経済効果をアンチダンピン 

グ政策との関連を考慮して分析する。E U 法においても，一定割合以上の現地部品を利用していな 

レ、現地産製品に対してアンチダンピング税を賦課することが認められている。E U 法は W T O 協定 

の文言に即していると言われているので， ローカルコンテント政策とアンチダンピング政策の複合 

効果について分析することは，W T O 体制における直接投資のあり方を考える上でも重要であると 

思われる。

以下では， 自国市場，外国市場， 自国最終財生産者，外国最終財生産者， 自国中間財生産者，外 

国中間財生産者から構成される国際経済を考え，ローカルコンテント政策とアンチダンピング政策 

の複合効果について考える。

ロ ー カ ル コンテント政策とアンチダンピング政策とが併用されている場合には， ロ ー カ ル コンテ 

ント要求水準の変化が自国の経済厚生に与える影響に不連続性があることや，外生的要因の変化が 

自国の経済厚生に与える影響が必ずしも一定方向とはならないことが明らかとなる。

以下では， まず第2 節で基本モデルを構築し，第 3 節では，企業の戦略と獲得利潤との関係を明 

らかにする。続く第 4 節で，両国企業がローカルコンテント要求を選好する条件を導出し，その結 

果を踏まえて第5 節で，ローカルコンテント要求の水準と_ 国の経済厚生水準との関係について考 

察する。最後に第6 節で，本稿の結論を要約して展望を述べる。

2 . 基本モデル

自国市場，外国市場， 自国最終財生産者，外国最終財生産者， 自国中間財生産者，外国中間財生 

産者から構成される国際経済を考える。本稿では，ローカルコンテント問題が顕在化しているEU 

諸国，アメリカ合衆国等を自国として想定する。 自国最終財生産者と外国最終財生産者は，中間財 

を投入して生産活動を行い，生産量を戦略変数として，C o u rn o t-N a sh型数量競争に従事するもの 

と仮定する。両国の最終財生産者が生産する財は同質である。外国最終財生産者の一部は直接投資 

の結果として自国に存在して生産• 販売活動を行い， 自国市場においてg 国最終財生産者と競合し 

ているものとする。外国最終財生産者のそれ以外の部門は外国市場において独占状態にあると仮定 

する。また，外国最終財生産者が自国へ輸出することはないものと仮定する。この仮定は， 自国で 

の生産 • 販売費用が外国での生産 • 販売費用を下回ることを意味している。一方， 自国最終財生産 

者は，外国市場へ輸出することなく， 自国市場のみで販売するものとする。 自国市場における自国 

最終財生産者の販売量をX， 自国市場における外国最終財生産者の販売量をy，外国市場における 

外国最終財生産者の販売量をy * と表記する。 自国最終財生産者は自国市場にのみ販売するので，
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自国市場における自国最終財生産者の販売量X は自国最終財生産者の生産量に等しくなっている。

R ichardson  (1 9 9 1 )等と同様に，両国の中間財生産者が生産する財は同質であるものとする。ま 

た，外国最終財生産者は外国産中間財および自国産中間財の双方を利用可能であるが， 自国最終財 

生産者は自国産中間財のみを利用可能であるものとする。結論を明確化するために，外国産中間財 

の価格をゼロとする。 自国産中間財の価格を如と表記する。両国最終財生産者は要素需要独占状 

態にあり，外国産中間財価格および自国産中間財価格を留保価格に抑えているものとする。以下で 

は P m は一定値であると仮定する。

自国政府が外国最終財生産者に対してローカルコンテント要求を行う場合には，外国最終財生産 

者は自国における財生産に際して，一定割合 0 以上の自国産中間財を投入しなければならない。 

このローカルコンテント比率0 は外国最終財生産者にとって所与の外生値であるものとする。本 

稿では，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服さない場合には， 自国で生産していても 

外国産とみなされ， 自国販売価格が外国販売価格を下回っているならば，外国最終財生産者に対し 

てアンチダンピング税が賦課されるものとする。

自国政府が外国最終財生産者に賦課するアンチダンピング税は従量的であり，その水準は外国市 

場価格と自国市場価格との差を埋めるものであるとする。外国市場価格が自国市場価格を下回るよ 

うに外国最終財生産者が生産量を調整する場合，すなわち外国最終財生産者がダンピング認定回避 

行動をとる場合には，アンチダンピング税が賦課されないものとする。

以下では， 自国市場における逆需要関数を / 3(x  +  W E f l - C r  +  y ) 外国市場における逆需要関数 

を ハ三a* —  y * と表記する。アンチダンピング税はP* =  P となるように賦課される。

3 . 最終財生産者の戦略と獲得利潤

3 .1 . 外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服する場合の両国最終財生産者の獲得利潤

まず，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服しているものとし，その場合の両国最終 

財生産者の獲得利潤を導出する。外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服している場合に 

は，外国最終財生産者の解くベき問題は

M ax 7tf (x , y, y*) =  { a-(x +  y))y-\-{a* —  y * ) y * - p mdy g iven x 

と定式化され，利潤最大化の一階条件が

a — x — 2y — 8 (1)

祭 = « * - 2， =  0 ⑵
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M ax kd\x , y) =  {a-yx-\-y))x —  p m x  given y

であるので，利潤最大化の一階条件は

- ^ - = a  —  2x —  y — pm =  0 (3)

となる。

これらの（1 ) 式， （2 ) 式 お よ び （3 ) 式を t ，y および y * について解くことにより，外国最終 

財生産者がローカルコンテント要求に服する場合の自国最終財生産者の利潤疋/，外国最終財生産 

者の利潤 t t / が，それぞれ

7TDL= ^ - ( a  +  (0 —  2) Pm)2 (4)

7TfL— (a ~  (29 ~l)Pm)2 (5)

の水準に定まる。

3 .2 . 外国最終財生産者がダンビング認定回避を行う場合の両国最終財生産者の獲得利潤 

次に，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服さず，ダンピング認定回避行動をとって 

対抗するものとし，その場合の両国最終財生産者の獲得利潤を導出する。この場合には，外国最終 

財生産者の解くベき問題は

M ax 7uf(x , y, y*) ニ（a — +  +  (a* —y*)y* given x
y,y*

s.t. a —  {xJr y ) ^ a *  —  y*

と定式化される。制約を等号制約とすると，外国最終財生産者の解くべき問題は 

M ax y) =  {a —  {x +  y))(x +  2y —  a +  a*) given x
y

に帰着し，利潤最大化の一階条件が

^  =3(2 —a* —3 j： — =  0 (6)

となる。一方， 自国最終財生産者の解くべき問題は

M ax y) ニ 0  —(J：十 y))j：—PmX given y

であるので，利潤最大化の一階条件は

となる。一方， 自国最終財生産者の解くべき問題は
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^ ^ - = a  — 2x — y — pm = 0 (7)

である。

以 上 の （6 ) 式 お よ び （7 ) 式 を ム y について解くことにより，外国最終財生産者がロー  カルコ 

ンテント要求に服さず，ダンピング認定回避行動をとって対抗する場合の自国最終財生産者の利潤 

7TDE, 外国最終財生産者の利潤冗/ が，それぞれ

=  (a +  a* —  4pm)2 (8)

7TfE (<2+ <2* +  Pm)2 (9)

の水準に定まる。

3 .3 . 外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服さずにアンチダンピング税賦課に服する 

場合の両国最終財生産者の獲得利潤 

外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服さず， しかもダンピング認定回避行動をとらな 

い場合には，外国最終財生産者の解くベき問題は

M ax 7tf ( x , y, y*) =  {a~{x +y )  —  t)y+ —  y*)y* g iven x

ただし， a —  {x ⑴  +  y (j)) =  a* —  y*[t)

となり，利潤最大化の一階条件が

= a ~  x ~ 2 y  —  t =  Q (10)

每= a * - 2 y * = 0  (11)

となる。一方， g 国最終財生産者の解くべき問題は

M ax  7td ( x , y) =  (a —  (x +  y))x— p mx  g iven y

であるので，利潤最大化の一階条件は

- ^ - = a  —  2x —  y — p m = 0  (12)

となる。

これらの（1 0 ) 式，（1 1 ) 式 お よ び （1 2 ) 式を x ，y および， について解くことにより，外国最 

終財生産者がローカルコンテント要求に服さず， しかもダンピング認定回避行動をとらない場合の
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両国最終財生産者の生産量が求まり， 自国最終財価格P , 外国最終財価格尸* がそれぞれ，

P = ~̂ ~ ( « +  t+Pm), P * = ~ 2~

の水準に定まる。

アンチダンピング税は，尸= 尸* となるように賦課されるので，その水準，は

t =  —  <2 +  1.5(2* ~  Pm

となる。以下では，

一(2 +  1.5<2*—J9m〉 0 (13)

の成立を仮定し，アンチダンピング税水準が正であるものとすると，外国最終財生産者がローカル 

コンテント要求に服さず， しかもダンピング認定回避行動をとらない場合の外国最終財生産者の利 

潤 7TFA が，

7TFA=-^-a*2-\-(a —  a * +Pm)2 (14)

の水準に定まる。 （1 3 ) 式の仮定，および

j2a +  (^2-2.5) a* +  ̂ 2pm > 0  (15)

の下で，冗/ は，上述の

7TfE (<2+ <2* +  Pm)2

を下回るので，

Lemma 1 :

—a + 1 .5 a * _ p m> 0  および 

72a+ (V 2  -2 .5 )  a* +  72pm>0  

のニ式が成立する場合には，外国最終財生産者は，アンチダンピング税を賦課されるよりは，ダン 

ピング認定回避行動をとることを選好する。

と結論つ'けられる。

以下の議論では，

- a ^ l . b a * - p m > 0  お よ び 2.5)«* +  乃 如 > 0  

のニ式の成立が前提とされる。
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4 . 外国最終財生産者がローカルコンテン卜要求を選好する条件

本節では外国最終財生産者がローカルコンテント要求を選好する条件を導出する。上述の 

L e m m a 1 によって外国最終財生産者は，アンチダンピング税を賦課されるよりは，ダンピング認 

定回避行動をとることを選好することが示されているので，外国最終財生産者がロ一カルコンテン 

ト要求に服する場合とダンピング認定回避行動をとる場合とを比較すればよい。外国最終財生産者 

がダンピング認定回避行動よりもローカルコンテント要求を選好する条件は，

KfL ^  KfE

である。この関係に，前節で求めた 7T/， k / の値を代入することにより，外国最終財生産者がロ 

一力ルコンテント要求を選好する条件が

( fl_ 2沒ー1 )Pm)2^ - ^  (<2+<2*+jDm)2 =  0 (16)

となり， d, a、a*, が こ の （16) 式を満足する場合にローカルコンテント要求が外国最終財生 

産者によって選好されることが分かる。

+  ((2 — (2^ —  1) Pm)2 一 (<2+<2*+Pm)2〉 0

(a —  (26 —  l) Pm)2 ^  (a +  a* +  Pm)2

であるので，

/ i 三 j  (<2 —(20 —1 )Pm)2, h  —  ̂  ( a +  a*-hpm)2 ^ a *2

と定義すると， （1 6 ) 式が成立する沒の範囲は，ん / 2 を図 1 のように 6 — / 平面上に描いた場合 

に / r が / 2 を上回る部分すなわち斜線部 [0, 6 ] で示される。

この図1 より，

Lemma 2 : 

• 0 <  0 が成立する場合には，両国最終財生産者は，外国最終財生産者がローカルコンテント要 

求に服する下でのC ournot-N ash競争に従事し，

• 0 > 0 が成立する場合には，両国最終財生産者は，外国最終財生産者がダンピング認定回避行 

動を取る下でのC ournot-N ash競争に従事する。
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ということが理解される。

a * の減少，伽の増加が沒に及ぼす影響については，それぞれ図2 .1，図 2 .2 を描くことができ 

る。

? の減少に伴って / i は不変であるが，/ 2 は増加する。図 2 .1のように，， が減少する前の/2 を 

点線，？ が減少した後の / 2 を実線で表すと，？ の減少に伴って，外国最終財生産者がローカルコ 

ンテント要求に服する下でのC o u rn o t-N a s h競争に両国最終生産者が従事する没の範囲が [0, 6] 

か ら [0, 6 ] へと減少する。

一方，如が増加した場合には，図 2 .2のように，ん / 2がそれぞれ，点線から実線へとシフトし， 

その結果，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服する下でのC o u rn o t-N a s h競争に両 

国最終生産者が従事する0 の範囲が [0, 9 ] か ら [0, 0 ] へと減少する。

これらの図2 .1および図2 .2 より，

Lemma 3 : 

• a * の減少あるいはの増加に伴って，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服する下 

での C ournot-N ash競争に両国最終生産者が従事する没の範囲が減少する。

ということが理解される。
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^■^■(<2 +  «*+Pm)2__^ ^  =  /2

§ e

L C要求に服する領域,

— _ I a
2 丁 2pm

図 2 . 1 a*の減少がみに与える影響
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5. ローカルコンテント要求水準と自国の経済厚生

以上を踏まえ，ローカルコンテント要求水準と自国の経済厚生との関係について考える。

自国の経済厚生は自国の消費者余剰および自国最終財生産者の利潤の総和と定義される。外国最 

終財生産者がローカルコンテント要求に服している場合の自国の消費者余剰は（2 a - ( 0  +  l)  

伽 )2/ 1 8 と算出され， また，上述のように自国最終財生産者の利潤は（《 +  (沒一2)伽 )2/ 9 であるの 

で，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服している場合の自国の経済厚生水準V T /は，

[(2 « — (沒+  1 )pm)2-\-2{a-\-{d—  2) Pm)2] (17)

となる。一方，外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服さず，ダンピング認定回避行動を 

行って対抗している場合の自国の消費者余剰は，（4 a — 如 )2/ 5 0 と算出され， また，上述のよ 

うに自国最終財生産者の利潤は（a + ， + 伽 )2/ 2 5 であるので，この場合の自国の経済厚生水準 

紀 は

[(4<Z — (2*—Pm)2 +  2 ( ( 2 + ( 2 * + P m ) 2] (18)

となる。

( 1 7 )式 お よ び （1 8 ) 式より，

W dl ~  W de = ヰミo (8(3 —9a* —(15^ —36)j9m)( — +  — (5^  +  2)pOT)

という関係が導かれる。ここで，

- 2 a  +  3fl* —7 如 > 0  お よ び  8 a  —9a* +  36 伽 < 0  (19)

の成立を仮定し，e e  [ 0 ,1 ] の 範 囲 で 灰 / となるものとすると， • お よ び が タ の 関  

数として図 3 の下の図のように描かれる。水平線，右下がりの曲線がそれぞれ肌 / ， 奶/を表現 

している。

一方， L em m a 2 より，

• 0 幺 § が成立する場合には，両国最終財生産者は，外国最終財生産者がローカルコンテント要 

求に服する下でのC ournot-N ash競争に従事し，

• 8 >  0 が成立する場合には，両国最終財生産者は，外国最終財生産者がダンピング認定回避行 

動を取る下でのC ournot-N ash競争に従事する。

ということが示されているので，実現する自国の厚生水準队が図 3 の実線で表現される。
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図 3 における上の図は図 1 と同一であり，下の図における水平線，右下がりの曲線はそれぞれ 

W de, W dl を表現している。 沒S ダ'にお い て は 奶 / が実現し， 6 >  6 にお い て は WV"が実現する 

ので，実現する自国の厚生水準灰d が実線となる。 0 = 孑において自国の厚生水準が不連続となっ 

ている点が特徴的である。
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以上より，次の命題が導かれる。

命題 1

自国政府がローカルコンテント要求を強化すると，自国の経済厚生が当初は減少するが，臨界点 

を超えると急増して一定値に保たれる。

また，ここで，

a * の減少あるいはの增加に伴って，外国最終財生産者がローカルコンテン卜要求に服する 

下でのC ournot-N ash競争に両国最終生産者が従事する0 の範囲が減少する。

という L em m a 3 を想起することにより，a * の減少，p m の増加が自国の経済厚生に及ぼす影響を 

それぞれ図4 .1，図 4 .2のように描くことができる。

図 4 .1，図 4 .2の上の図はそれぞれ図2 .1，図 2 . 2 と同じであり， fl51■の減少，伽の増加に伴って， 

外国最終財生産者がローカルコンテント要求に服する下でのC o u rn o t-N a s h競争に両国最終生産 

者が従事する沒の範囲が [0, 6 ] からそれぞれ， [0, 6], [0, §]へと減少することが示されている。

図 4 .1，図 4 .2の下の図は，そのような 0 の減少と，， の減少， の増加に伴う厚生水準その 

ものの変化を複合して，実現する厚生がどのように変化するのかを表したものである。？ が減少 

する前の自国の厚生水準，ゲが減少した後の自国の厚生水準はそれぞれ，図 4 .1における実線， 

斜線で示されており，如が増加する前の自国の厚生水準，如が増加した後の自国の厚生水準はそ 

れぞれ，図 4 .2における実線，斜線で示されている。

図 4 .1が示すように，外国市場の大きさと自国の経済厚生の関係について，

命題 2 : 

ローカルコンテン卜要求水準が高い場合には，外国市場の縮小に伴って自国の経済厚生が減少す 

るが，ローカルコンテント要求水準が低い場合には，外国市場の縮小に伴って自国の経済厚生が增 

加する。

という命題が成立し，図 4 .2が示すように， 自国産中間財価格と自国の経済厚生の関係について 

命題 3

ローカルコンテン卜要求水準が低い場合あるいは高い場合には，自国産中間財価格の增加に伴っ 

て自国の経済厚生が減少するが，ローカルコンテン卜要求水準が中間的である場合には，自国産中
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間財価格の增加に伴って自国の厚生が増加する。

という命題が成立する。

これらの命題は，ローカルコンテント政策とアンチダンピング政策とが併用されている場合には， 

外生的要因の変化が自国の経済厚生に与える影響が必ずしも一定方向とはならないことを明らかに 

している。

6 . 結 び

本研究では， ロ ー カ ル コンテント政策とアンチダンピング政策との複合効果について分析した。 

得られた結論は次のようにまとまられる。

( 1 ) □ 一力ルコンテント要求水準を增加すると，自国の厚生が当初は減少するが，臨界点を超え 

ると急增して一定値に保たれる。

(2) ローカルコンテント要求水準が高い場合には，外国市場の縮小に伴って自国の経済厚生が減 

少するが，ローカルコンテント要求水準が低い場合には，外国市場の縮小に伴って自国の経済 

厚生が増加する。

(3) ローカルコンテント要求水準が低い場合あるいは高い場合には，自国産中間財価格の増加に 

伴って自国の厚生が減少するが，□一力ルコンテント要求水準が中間的である場合には自国産 

中間財価格の増加に伴って自国の厚生が増加する。

( 1 ) の帰結は， ロ ー カ ル コンテント政策とアンチダンピング政策とが併用されている場合には， 

ロ ー カ ル コンテント要求水準の変化が自国の経済厚生に与える影響に不連続性があることを示して 

おり， （2 ) お よ び （3 ) の帰結は，外生的要因の変化が自国の経済厚生に与える影響が必ずしも一 

定方向とはならないことを示している。

外国最終財生産者が自国への直接投資と同時に輸出も行う場合などを考慮に入れた一般化にっい 

ては稿を改めて行いたいと考えている。

(経済学部専任講師）
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